
平成22年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

2,601 3

予算
款 項 目 決算書 目　　　名

目
的

農道の適正な維持管理により、常に農耕車両及び一般通行車両等通行者が安全に通行できる状態
を確保する

対
象

受益者及び一般利用者

事務事業名称

6 3 1 160 頁

部局名

課室名

産業経済部

農林整備課

臨／経 事　業　名 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳
評価

臨時
農道除草作業委託（緊急
雇用創出事業含む）

農道除草・側溝清掃
等２路線L33,274ｍ 委託料 7,787 6,826 4,225

国・県支出金 市債 その他 一般

事
業
概
要

経常 農道管理事業
重機借上（3件）
土地使用（1件）

使用料及び
賃借料

791 268 268 3

経常
農道補修事業
（繰越事業含む）

路面補修、側溝蓋
設置工事等（6件） 工事請負費 7,053 6,779

経常 原材料支給事業
原材料支給地区数
（43地区） 原材料費 11,488 11,459 11,459 3

4,900 42 1,837 3

計 27,119 25,332 9,125 0 42 16,165

　○農道除草作業委託（緊急雇用創出事業を含む）
　　　　市が管理する農道の除草作業、側溝清掃作業等を市内建設業者等へ委託して実施。
　　　　また平成22年度は臨時特例交付金を活用して、維持管理が不十分な箇所を豊肥地区シルバー人材センターへ委託し実施。
　　　　・農業水利施設管理道路管理委託・・・石場ダム管理道路の除草作業、側溝清掃作業等

　○農道管理事業
　　　・重機借上料・・・道路敷き内の崩土除去作業
　　　・農道台帳管理業務負担金・・・県営事業で整備した農道の台帳管理業務に対する負担金
　　　・土地使用料・・・排水路末端処理のためJR九州所有地を使用（A=20㎡）

　○農道補修事業
　　　・地元からの要望、定期的な点検パトロールにより把握した補修箇所の対策工事を実施

　○原材料支給事業
　　　・受益者が実施する農業用施設の補修、改修等に必要な材料を支給

農地費 農道維持管理事業



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

ｃ ｄ

数値 目標 ― 目標 目標

総合計画/後期基本計画において、基本施策（4-1-2）目標達成のために重要な
施策となっている数値 ―

活
動
指
標

指標 a 維持補修額 ｂ

成
果
指
標

指標名 農道の維持管理 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

農道の維持管理
― ― ―

目標

成果指標名 単位 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 活動指標名 単位

10,790 千円 6,742 千円
a

維持補修
額

千円
2,976 千円

― ― ―

b

ｄ

広域農道、農免農道等、幹線的な農道は通行者も多く定期的な維持
管理特に春から秋の除草作業が安全な通行確保に欠かせない状況
である

課題
c

国・県の補助事業による防草対策事業の検討
（現段階では、該当する事業がない）

決 算 額 （千円）
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 方向性

16,207 23,615

対応（改善点等）

理由

25,332

3
通行者の安全な通行を確保を目的に
実施する維持管理事業の必要性は
高い

一般財源 16,207 23,615 16,165 18,684

うち経常経費 16,207 23,615 18,506 18,636

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認

27,376
前年並

事業費に係る人件費 4,245 3,413 3,504 3,225

うち経常 16,207 23,615 13,564 18,636

財
源
内
訳

県　　費 9,125 8,692

県営事業等で整備された農道
が、平成23年度より随時大分
県から豊後大野市へ管理移管
される予定である。管理移管後
は、市が農道として管理するた
め

市　　債

国　　費

事業の方向性 評価内容

継続 限られた予算の中で事業効果を上げること

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
異常気象発生後の点検はもとより、
定期的な点検パトロールによる補修
箇所の把握は重要である

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
対策工事の実施により、目標である
通行者の安全な通行が確保されてい
ると判断する

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 2
農道管理者は地元であるが、一定要
件農道については市が管理者である

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 3
対象者は農道の通行者であるため、
公共性は高い
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